
令和４事業年度

財 務 諸 表

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構



（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 137,486,767,581

未成受託業務支出金 101,421,891,933

貯蔵品 52,138,887,153

前払金 91,881,053,741

前払費用 181,720,605

未収収益 153,461

未収金 12,435,458,278

未収消費税等 61,654,700

賞与引当金見返　　（注） 1,450,298,838

　　　　流動資産合計 397,057,886,290

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 102,657,703,549

減価償却累計額 △ 66,021,975,667

減損損失累計額 △ 318,149,979 36,317,577,903

構築物 18,205,508,503

減価償却累計額 △ 12,072,816,246 6,132,692,257

機械装置 226,347,261,491

減価償却累計額 △ 182,311,877,399

減損損失累計額 △ 32,141,938 44,003,242,154

航空機 3,121,659,198

減価償却累計額 △ 3,108,723,221 12,935,977

人工衛星 551,738,912,463

減価償却累計額 △ 530,723,044,179 21,015,868,284

車両運搬具 878,701,532

減価償却累計額 △ 656,133,631 222,567,901

工具器具備品 72,725,733,865

減価償却累計額 △ 59,471,937,806

減損損失累計額 △ 8,794,764 13,245,001,295

土地 80,752,549,310

減損損失累計額 △ 13,723,738,749 67,028,810,561

建設仮勘定 160,498,991,932

減損損失累計額 △ 38,787,995 160,460,203,937

　　有形固定資産合計 348,438,900,269

２　無形固定資産

工業所有権 201,389,341

電話加入権 849,000

施設利用権 12,829

ソフトウェア 6,436,058,216

工業所有権仮勘定 219,378,050

ソフトウェア仮勘定 1,323,074,629

　　無形固定資産合計 8,180,762,065

３　投資その他の資産

投資有価証券 20,000,000

長期前払費用 196,469,708

敷金 17,422,030

退職給付引当金見返　　（注） 24,056,674,990

　　投資その他の資産合計 24,290,566,728

　　　　固定資産合計 380,910,229,062

　　　　　　資産合計 777,968,115,352

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

貸　　借　　対　　照　　表

（令和５年３月３１日）
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（単位：円）

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務　　（注） 115,240,438,447

預り施設費　　（注） 338,542,234

預り補助金等　　（注） 43,164,581,704

預り寄附金　　（注） 108,127,470

未払金 64,437,034,692

未払法人税等 24,722,400

前受金 105,324,156,016

預り金 1,997,441,503

賞与引当金 1,539,899,428

短期リース債務 1,864,172,053

短期ＰＦＩ債務 42,060,093

　　　　流動負債合計 334,081,176,040

Ⅱ　固定負債

資産見返負債　　（注）

資産見返運営費交付金 51,526,657,155

資産見返補助金等 48,480,196,318

資産見返寄附金 690,107,815

資産見返物品受贈額 382,124

建設仮勘定見返運営費交付金 129,785,748,482

建設仮勘定見返施設費 11,194,756,483

建設仮勘定見返補助金等 18,661,405,862

建設仮勘定見返寄附金 67,224,941 260,406,479,180

退職給付引当金 24,056,674,990

長期リース債務 2,891,853,108

長期ＰＦＩ債務 287,628,325

国際宇宙ステーション未履行債務 37,177,938,310

資産除去債務 140,759,872

　　　　固定負債合計 324,961,333,785

　　　　　負債合計 659,042,509,825

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 544,243,652,226

民間出資金 6,119,132

　　　　資本金合計 544,249,771,358

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 140,965,437,004

その他行政コスト累計額　　（注）

減価償却相当累計額 △ 318,544,860,990

減損損失相当累計額 △ 14,047,635,820

利息費用相当累計額 △ 11,402,835

承継資産に係る費用相当累計額 △ 45,675,375,662

除売却差額相当累計額 △ 180,213,739,625 △ 558,493,014,932

　　　　資本剰余金合計 △ 417,527,577,928

Ⅲ　繰越欠損金

積立金 34,185,443,291

当期未処理損失 41,982,031,194

　　　　（うち当期総損失 41,982,031,194 ）

　　　　繰越欠損金合計 7,796,587,903

　　　　　純資産合計 118,925,605,527

　　　　　　負債純資産合計 777,968,115,352

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

業務費 222,465,720,866

受託費 52,951,260,963

一般管理費 5,212,414,268

財務費用 65,494,361

雑損 21,849,395

臨時損失 64,008,866

法人税、住民税及び事業税 24,722,400

損益計算書上の費用合計 280,805,471,119

Ⅱ その他行政コスト

減価償却相当額　　（注） 6,331,772,423

減損損失相当額　　（注） 262,239

利息費用相当額　　（注） 847,078

除売却差額相当額　　（注） 2,410,964

その他行政コスト合計 6,335,292,704

Ⅲ 行政コスト 287,140,763,823

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

行政コスト計算書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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（単位：円）

経常費用

業務費

人件費 18,151,530,761

賞与引当金繰入 1,262,935,544

退職給付費用 1,488,706,537

業務委託費 18,318,468,368

研究材料費及び消耗品費 16,105,225,582

国際宇宙ステーション分担等経費 15,257,378,965

減価償却費 30,552,545,088

役務費 44,528,964,764

人工衛星製作及び打上げ費 66,783,660,779

その他の業務費 10,016,304,478 222,465,720,866

受託費

人件費 1,420,037,316

賞与引当金繰入 89,600,590

退職給付費用 43,002,427

業務委託費 5,775,373,498

研究材料費及び消耗品費 22,241,584,514

減価償却費 3,553,089,711

役務費 19,022,541,444

その他の受託費 806,031,463 52,951,260,963

一般管理費

人件費 2,155,350,844

賞与引当金繰入 187,363,294

退職給付費用 182,231,076

租税公課 951,941,570

減価償却費 66,663,545

役務費 936,187,507

その他の一般管理費 732,676,432 5,212,414,268

財務費用

支払利息 65,494,361

雑損

雑損 21,849,395

　　経常費用合計 280,716,739,853

経常収益

運営費交付金収益　　（注） 92,368,294,116

受託収入

政府関係受託収入 47,832,735,613

民間等受託収入 2,544,618,422 50,377,354,035

財産賃貸等収入 380,860,349

補助金等収益　　（注） 18,695,849,835

施設費収益　　（注） 80,882,346

寄附金収益　　（注） 13,534,324

賞与引当金見返に係る収益　　（注） 1,450,298,838

退職給付引当金見返に係る収益　　（注） 1,713,940,040

資産見返負債戻入　　（注）

資産見返運営費交付金等戻入 58,826,671,671

資産見返補助金等戻入 13,992,935,361

資産見返寄附金戻入 155,365,163

資産見返物品受贈額戻入 206,041 72,975,178,236

財務収益

受取利息 2,235,355

為替差益 12,223,936 14,459,291

雑益

雑益 711,150,237

　　経常収益合計 238,781,801,647

経常損失 41,934,938,206

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　　益　　計　　算　　書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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（単位：円）

臨時損失

固定資産除却損 19,716,878

減損損失 44,291,988 64,008,866

臨時利益

固定資産売却益 36,419

資産見返運営費交付金等戻入  （注） 35,658,943

資産見返補助金等戻入　　　（注） 232,508

資産見返寄附金戻入　　　（注） 5,710,291

資産見返物品受贈額戻入　　　（注） 117 41,638,278

税引前当期純損失 41,957,308,794

法人税、住民税及び事業税 24,722,400

当期純損失 41,982,031,194

当期総損失 41,982,031,194

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務及び管理活動に伴う人件費支出 △ 23,725,880,296

業務及び管理活動に伴うその他経費支出 △ 109,720,454,281

受託業務活動に伴う人件費支出 △ 1,452,840,106

受託業務活動に伴うその他経費支出 △ 52,446,115,855

科学研究費補助金等支出 △ 521,468,605

その他の業務支出 △ 1,802,989

運営費交付金収入 163,687,500,000

受託収入 55,162,771,134

財産賃貸収入 385,833,826

補助金等収入 35,572,955,549

寄附金収入 34,697,814

科学研究費補助金等収入 636,734,610

その他の業務収入 625,788,220

　　　　小計 68,237,719,021

利息の受取額 2,271,680

利息の支払額 △ 75,891,702

法人税等の支払額 △ 24,885,900

 業務活動によるキャッシュ・フロー 68,139,213,099

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 148,000,000,000

定期預金の払戻による収入 148,000,000,000

譲渡性預金の預入による支出 △ 75,000,000,000

譲渡性預金の払戻による収入 75,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 61,892,263,793

無形固定資産の取得による支出 △ 3,286,540,838

有形固定資産の売却による収入 3,391,072

投資その他の資産の取得による支出 △ 14,537,500

投資その他の資産の返還による収入 2,960,510

施設費による収入 8,250,394,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 56,936,596,549

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 2,023,939,792

ＰＦＩ債務償還による支出 △ 41,568,358

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,065,508,150

Ⅳ 資金に係る換算差額 △ 1,651,808

Ⅴ 資金増加額 9,135,456,592

Ⅵ 資金期首残高 128,351,310,989

Ⅶ 資金期末残高 137,486,767,581

キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

当事業年度より、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」

（令和 3 年 9 月 21 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法

人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和 4 年 3 月最終改訂）（以下「独立行政法

人会計基準等」という。）のうち、時価の算定に係る改訂内容を適用して、財務諸

表等を作成しております。 

なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に係る改訂内容は令和 5 事業

年度から適用いたします。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管

理部門の活動については期間進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物 2 ～ 50 年 

構築物 2 ～ 72 年 

機械装置 2 ～ 25 年 

航空機 2 ～  8 年 

人工衛星 1 ～ 10 年 

工具器具備品 2 ～ 20 年 

なお、人工衛星の耐用年数については、原則として定常運用期間又はミッ

ション期間を基礎として算出しております。 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87第 1項）及び資産除去

債務に対応する特定の除去費用等（独立行政法人会計基準第 91）に係る減価

償却に相当する額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控

除して表示しております。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期

間（1～5年）に基づいております。 

(3)リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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３．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第 87第 2項）の会計処理 

個別法に基づく承継資産のうち、棚卸資産等に係る費用相当額については、承

継資産に係る費用相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

４．賞与引当金の計上基準 

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担

すべき金額を計上しております。なお、役職員への賞与のうち、運営費交付金に

より財源措置がなされる部分については、賞与引当金と同額を賞与引当金見返

として計上しております。 

 

５．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の事業年度に全額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員等の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（5 年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

なお、退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、

退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

また、科学技術企業年金基金から支給される年金給付については、運営費交付

金等により掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなされるため、退職給

付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)その他有価証券 

 市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)未成受託業務支出金 

 個別法による低価法を採用しております。 

(2)貯蔵品 

 個別法による低価法を採用しております。 
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８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 

９．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

Ⅱ．重要な会計上の見積り 

 

１．米国航空宇宙局（以下、「ＮＡＳＡ」という。）との等価交換取引に係る費用及

び債務の見積り 

(1)当年度の財務諸表に計上した金額 

国際宇宙ステーション分担等経費  15,257,378,965円 

国際宇宙ステーション未履行債務  37,177,938,310円 

 

(2)会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報 

① ＮＡＳＡとの等価交換取引の概要 

国際宇宙ステーション計画では、国際宇宙ステーション協力に関する多国間

協定及び日本国政府とアメリカ合衆国政府との了解覚書において「交換を利用

することにより、資金の授受を最小限にとどめる」ことが規定されております。

これを受けＮＡＳＡから日本国政府に対して提供される国際宇宙ステーショ

ンの運用に必要な共通システム等やＮＡＳＡによる当機構物資の輸送に係る

経費の分担等のために、当機構はＨＴＶ２機及びＨＴＶ－Ｘ３機の打上げによ

る物資輸送機会をＮＡＳＡに提供することとされております。この取引は資金

の授受を伴わない等価交換と考えられるため、ＨＴＶ２機及びＨＴＶ－Ｘ３機

分の打上げ費用を見積り、当事業年度におけるＮＡＳＡからのサービス提供に

応じて国際宇宙ステーション分担等経費と国際宇宙ステーション未履行債務

を計上しております。 

 

② 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

国際宇宙ステーション運用のためにＮＡＳＡから当機構に提供される平成

25 年 1 月から令和 6 年 12 月までのサービス費用総額は、当機構が提供するＨ

ＴＶ２機及びＨＴＶ－Ｘ３機分の打上げ費用と等価と考えられます。ＮＡＳＡ

から当機構へのサービスの提供は国際宇宙ステーション運用期間を通じて、ま

たは物資輸送の都度行われるため、国際宇宙ステーション運用期間の経過及び

物資輸送の都度費用が生じるとの仮定に基づき、各事業年度で国際宇宙ステー

ション分担等経費を認識するとともに国際宇宙ステーション未履行債務を計

上しております。 
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また、当機構からＮＡＳＡへのサービス提供は、ＨＴＶ及びＨＴＶ－Ｘの打

上げの都度行われます。このため、ＨＴＶ及びＨＴＶ－Ｘの打上げに応じて当

機構の義務が履行されたとの仮定に基づき、国際宇宙ステーション未履行債務

を取り崩しております。 

 

③ 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法 

ＮＡＳＡからのサービス提供額は以下のように算出しております。 

 (ⅰ)物資輸送費用の算出方法 

  国際宇宙ステーションの運用期間中にＨＴＶ及びＨＴＶ－Ｘ等により国際

宇宙ステーションへの輸送が想定される重量のうち、一定の重量は当機構物

資の輸送に割り当てられる予定です。このため、当機構がＮＡＳＡに提供す

るＨＴＶ２機及びＨＴＶ－Ｘ３機分の打上げ費用から輸送 1 トン当たりのコ

ストを算定し、実際に輸送が行われた当機構物資の実績重量に 1 トン当たり

のコストを乗じることで算出しております。 

 

(ⅱ)国際宇宙ステーションの運用に必要な共通システム等に係る経費見積額

の算出方法 

  当機構がＮＡＳＡに提供するＨＴＶ２機及びＨＴＶ－Ｘ３機分の打上げ費

用から(ⅰ)の物資輸送費用総額を差し引いた残額を国際宇宙ステーションの

残存運用期間で各事業年度に配分しております。 

 

④ 翌事業年度の財務諸表に与える影響 

今後打上げ予定のＨＴＶ－Ｘの打上げ費用の見積額は、開発プロジェクトや

打上げスケジュール変更等により変動することがあります。また、国際宇宙ス

テーションでの実験等活動計画の変更による物資輸送重量の変更、国際宇宙ス

テーション運用期間の変動も将来の金額に影響を及ぼします。 

 

Ⅲ．重要な債務負担行為 

 

重要な債務負担行為は 232,692,474,640円です。 

 

Ⅳ．貸借対照表関係 

 

１． 当期に減損を認識又は兆候がある固定資産は以下のとおりです。 

(1)減損の認識 

① 減損を認識した固定資産の概要 
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（単位：円） 

番号 種類 場所 用途 帳簿価額 
減損額 

※1 ※2 

(i) 建物 
千葉県 

勝浦市 
送信棟 4,067,350 0 0 

(ii) 建物 
千葉県 

勝浦市 
送信棟 1,419,669 0 0 

(iii) 建物 
茨城県 

つくば市 

試験用

施設 
92,169,013 0 0 

(iv) 建物 
鹿児島県 

熊毛郡 

試験用

施設 
1,498,542 0 0 

（v） 建物 
鹿児島県 

熊毛郡 

試験用

施設 
8,179,266 0 0 

(vi） 建物 
鹿児島県 

熊毛郡 

試験用

施設 
14,254,376 0 0 

(vii） 建物 
鹿児島県 

熊毛郡 

試験用

施設 
346,996 0 0 

(viii） 建物 
鹿児島県 

熊毛郡 

試験用

施設 
242,620 0 0 

(ix） 建物 
鹿児島県 

熊毛郡 
送信棟 6,191,118 0 0 

（x） 建物 
秋田県 

能代市 

試験用

施設 
938,982 0 0 

（xi） 機械装置 
茨城県 

つくば市 

試験用

装置 
2,354,467 2,354,458 0 

（xii） 建物 
東京都 

調布市 

試験用

施設 
693,720 693,719 0 

（xiii） 建物 
宮城県 

角田市 

試験用

施設 
262,240 0 262,239 

（xiv） 
工具器具 

備品 

鹿児島県 

肝属郡 

試験用

装置 
1,883,297 1,883,291 0 

（xv） 建物 
茨城県 

つくば市 

電気 

設備 
139,252 139,251 0 

（xvi） 建物 
茨城県 

つくば市 

回線 

設備 
225,568 225,567 0 

（xvii） 建物 
埼玉県 

比企郡 

回線 

設備 
207,708 207,707 0 

（xviii） 建設仮勘定 
茨城県 

つくば市 

研究用

物品 
14,707,000 14,706,999 0 

（xix） 建設仮勘定 
茨城県 

つくば市 

研究用

物品 
7,700,000 7,699,999 0 

（xx） 建設仮勘定 
茨城県 

つくば市 

研究用

物品 
1,083,024 1,083,023 0 

（xxi） 建設仮勘定 
茨城県 

つくば市 

研究用

物品 
15,297,976 15,297,974 0 

（xxii） 土地 
千葉県 

松戸市 

職員宿

舎用地 
510,200,000 0 0 
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※1：損益計算書に計上される減損損失 

※2：行政コスト計算書に計上される減損損失相当額 

 

② 減損の認識に至った経緯 

上記資産(i)～（xxi)について、使用されている範囲又は方法に関し、当該資産

の使用可能性を著しく低下させる変化が生じており、その全部（又は一部）の

使用が想定されていないため、減損を認識しております。 

上記資産(xxii)～(xxiii)について、固定資産の全部につき、前事業年度以前に

使用しないという決定を行ったため、減損を認識しております。 

③ 回収可能サービス価額 

上記資産(i)～(x)について、売却見込がないため使用価値相当額により回収

可能サービス価額を算定しております。使用価値相当額は、当該資産の帳簿価

額に建設工事費デフレーターと当該資産につき「使用が想定されていない部

分」以外の部分の割合を乗じて算出した価額を用いて算定しておりますが、算

定額が帳簿価額を上回っていたため、減損額は生じておりません。 

上記資産（xi)～（xvii）について、売却見込がないため使用価値相当額により

回収可能サービス価額を算定しております。その全部につき今後の使用が想

定されていないため、備忘価額１円まで帳簿価額を減額しております。 

上記資産（xviii）～(xxi)について、売却見込がないため使用価値相当額により

回収可能サービス価額を算定しております。当該建設仮勘定の開発の再開が

想定されていないため、備忘価額１円まで帳簿価額を減額しております。 

上記資産(xxii)～(xxiii)について、正味売却価額により回収可能サービス価額

を算定しております。当該土地に係る地価公示価格相当額で時価評価したと

ころ、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っていたため、減損額は生じて

おりません。 

 

(2)減損の兆候 

① 減損の兆候がある固定資産の概要 

（単位：円） 

番号 種類 場所 用途 帳簿価額 

(i) 建物 茨城県つくば市 職員宿舎 24,257,307 

(ii） 建物 茨城県つくば市 職員宿舎 56,360,263 

(iii） 建物 茨城県牛久市 職員宿舎 132,556,112 

（iv） 建物 茨城県つくば市 職員宿舎 101,197 

（xxiii） 土地 
埼玉県 

比企郡 

職員宿

舎用地 
96,520,000 0 0 

   合計 780,582,184 44,291,988 262,239 
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（v） 建物 茨城県つくば市 職員宿舎 4,704,106 

（vi） 建物 鹿児島県肝属郡 回線設備 325,919 

(vii） 建設仮勘定 鹿児島県熊毛郡 試験用機械装置 6,890,400 

（viii） 建設仮勘定 鹿児島県熊毛郡 試験用機械装置 13,791,600 

（ix） 建設仮勘定 東京都調布市 研究用部品 276,638 

（x） 建設仮勘定 東京都調布市 研究用部品 762,808 

（xi） 建設仮勘定 宮城県角田市 試験機製作用材料 917,700 

（xii） 建設仮勘定 茨城県つくば市 研究用部品 3,596,400 

   合計 244,540,450 

② 認められた減損の兆候の概要 

上記資産については、稼働率が著しく低下したため、減損の兆候が認められ

ました。なお、設備としての機能を現に有しており今後の使用も見込まれるこ

とから減損を認識しておりません。 

各資産の詳細は以下のとおりです。 

上記資産(i)～（v)については、期末における入居率が 50％未満となっている

ことから減損の兆候が認められました。本資産は職員宿舎としての機能は引

き続き有しており、今後の使用も見込まれるものです。 

上記資産（vi）については、人工衛星追跡業務に使用してきましたが、業務再

編により稼働率が著しく低下したため、減損の兆候が認められました。本資産

は回線設備としての機能は引き続き有しており、今後の使用も見込まれるも

のです。 

上記資産（vii）～（viii）については、地球観測衛星に係る試験が、他の衛星試

験との兼ね合いで延期されたことから減損の兆候が認められました。本資産

は試験用機械装置としての機能は引き続き有しており、今後の使用も見込ま

れるものです。 

上記資産(ix)～（x）については、コアエンジン技術の研究開発優先順位の関係

で計画が延期中であることから減損の兆候が認められました。本資産は研究

用部品としての機能は引き続き有しており、今後の使用も見込まれるもので

す。 

上記資産(xi)については、可視化試験に係る計画が、震災や組織改編の影響

により大幅に延期していることから減損の兆候が認められました。本資産は

試験機制作用材料としての機能は引き続き有しており、今後の使用も見込ま

れるものです。  

上記資産(xii)については、環境制御・生命維持技術研究に係る計画が見直さ

れたことから減損の兆候が認められました。本資産は研究用部品としての機

能は引き続き有しており、今後の使用も見込まれるものです。 
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２．国際宇宙ステーション計画では、国際宇宙ステーション協力に関する多国間協

定及び日本国政府とアメリカ合衆国政府との了解覚書において「交換を利用す

ることにより、資金の授受を最小限にとどめる」ことが規定されております。

これを受け国際宇宙ステーションの運用に必要な共通システム運用経費の分担

等のために、当機構が一定のサービスを提供することとされております。この

際、当機構とＮＡＳＡの双方が行う提供済みサービスに、一定期間差異額が生

じることとなりますが、この差異額を、貸借対照表の負債の部に「国際宇宙ス

テーション未履行債務」として計上しております。 

 

３．金融商品に関する事項 

(1)金融商品の状況に関する事項 

当機構は、資金運用については短期的な預金に限定しております。また、投

資有価証券は国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条の二等に基

づき、株式のみ保有しております。 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

なお、市場価格のない株式等は次のとおりです。 

                        （単位：円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 20,000,000 

 

４．資産除去債務に関する事項 

当機構は、石綿障害予防規則に基づき、当該法令に定める範囲の撤去に要す

る費用を合理的に見積り、資産除去債務を計上しております。 

当機構は、フロン回収破壊法に基づき、当該法令に定める範囲の除去に要す

る費用を合理的に見積り、資産除去債務を計上しております。 

当機構は、事務所の用に供している不動産等の賃貸契約に基づき、原状回復

に要する費用を合理的に見積り、資産除去債務を計上しております。 

資産除去債務の見積りにあたり、支出までの見込期間は取得時からの耐用年

数(6 年～18 年)によっており、割引率は 0.186%から 1.755%を採用しておりま

す。 

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりです。 

期首残高 139,693,095円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 

時の経過による調整額 1,066,777円 

見積りの変更による増減額 ― 

資産除去債務の履行による減少額 ― 

期末残高 140,759,872円 
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当機構は、事業用地等の賃貸借契約に基づき、事業終了時又は退去時におけ

る原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使

用期間が明確でなく、将来移転する予定がないものについては、資産除去債務

を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去

債務を計上しておりません。 

 

５．退職給付に関する事項 

(1)採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度を採用しております。確定給付企業年金制度（積立型制度）では、給与と勤

務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。退職一時金制度（非積

立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給し

ております。 

(2)確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 （単位：円） 

期首における退職給付債務 36,729,235,001 

勤務費用 1,603,817,881 

利息費用 110,187,705 

数理計算上の差異の当期発生額 113,882,575 

退職給付の支払額 △1,693,421,809 

過去勤務費用の当期発生額 - 

制度加入者からの拠出額 92,222,154 

期末における退職給付債務 36,955,923,507 

 

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

 （単位：円） 

期首における年金資産 12,076,421,914 

期待運用収益 205,299,173 

数理計算上の差異の当期発生額 △267,124,985 

事業主からの支払額 460,006,316 

退職給付の支払額 △348,385,709 

制度加入者からの拠出額 92,222,154 

期末における年金資産 12,218,438,863 

 

③ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び

前払年金費用の調整表 

 （単位：円） 

積立型制度の退職給付債務 14,673,868,825 

年金資産 △12,218,438,863 

積立型制度の未積立退職給付債務 2,455,429,962 
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非積立型制度の未積立退職給付債務 22,282,054,682 

小計 24,737,484,644 

未認識数理計算上の差異 △680,809,654 

未認識過去勤務費用 - 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 24,056,674,990 

退職給付引当金 24,056,674,990 

前払年金費用 - 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 24,056,674,990 

 

④ 退職給付に関連する損益 

 （単位：円） 

勤務費用 1,603,817,881 

利息費用 110,187,705 

期待運用収益 △205,299,173 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 205,233,627 

過去勤務費用の当期の費用処理額 - 

臨時に支払った割増退職金 - 

合計 1,713,940,040 

 

⑤ 年金資産の主な内訳 

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 60% 

株式 22% 

その他 18% 

合計 100% 

 

⑥ 長期期待運用収益率の設定方法に関する事項 

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資

産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長

期の収益率を考慮しております。 

 

⑦ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

 期末における主要な数理計算上の計算基礎 

  割引率        0.30% 

  長期期待運用収益率  1.70% 

 

６．その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額は  

△474,088,167,374円です。 

 

Ⅴ．行政コスト計算書関係 
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１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 287,140,763,823円 

自己収入等 △51,501,132,972円 

法人税等及び国庫納付額 △24,722,400円 

機会費用 472,827,421円 

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト 236,087,735,872円 

 

２．機会費用の計上方法 

(1)国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引か

ら生ずる機会費用の計算方法 

①近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。 

②無償貸付を受けている研究開発用資産に対し減価償却を行ったと仮定し

た場合の令和 4年度減価償却相当額を計上しております。 

(2)政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利

率 

10 年利付国債の令和 5 年 3 月末利回りを参考に 0.320%で計算しております。 

(3)国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計

算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職手当

のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、職員退職手当

支給規程に定める支給基準を参考に計算しております。 

 

Ⅵ．損益計算書関係 

 

   １．ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△69,948,762 円であり、

当該影響額を除いた当期総損失は 41,912,082,432円です。 

 

   ２．オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料 

   (1) 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 

                               71,315,807円 

   (2) 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 

                              175,784,807円 

 

   ３．ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額 

   (1) 貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係る支払予定額 

                               18,553,186 円 

   (2) 貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係る支払予定額 

                              117,075,590 円 
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なお、サービス部分の対価の支払予定額は当該サービスのコスト削減成果に

より変動する可能性があります。 

 

  ４．国際宇宙ステーション計画では、国際宇宙ステーション協力に関する多国間協

定及び日本国政府とアメリカ合衆国政府との了解覚書において「交換を利用す

ることにより、資金の授受を最小限にとどめる」ことが規定されております。こ

れを受け国際宇宙ステーションの運用に必要な共通システム運用経費の分担等

のために、当機構が一定のサービスを提供することとされております。これに伴

い、当期において当該分担すべき経費が発生し、これを損益計算書の経常費用に

「国際宇宙ステーション分担等経費」として計上しております。なお、当該科目

には、荷造運搬費、役務費、消耗品費、水道光熱費、通信費が含まれております。 

 

  ５．令和 5 年 3 月 7 日 10 時 37 分 55 秒（日本標準時）に、種子島宇宙センターか

ら先進光学衛星「だいち３号」（ＡＬＯＳ－３）を搭載したＨ３ロケット試験機

１号機を打ち上げましたが、第２段エンジンが着火しなかったことにより、所定

の軌道に投入できる見込みがないことから、10 時 51 分 50 秒にロケットに指令

破壊信号を送出し、打上げに失敗しました。これに伴い、先進光学衛星「だいち

３号」（ＡＬＯＳ－３）に係る建設仮勘定 60,186,945,968 円を当期の人工衛星

製作及び打上げ費に振り替えております。 

 

  ６．令和 4年 10月 12日 9時 50分 43秒（日本標準時）に、内之浦宇宙空間観測所

から小型実証衛星３号機（ＲＡＩＳＥ－３）を搭載したイプシロンロケット６号

機を打ち上げましたが、ロケットの２/３段分離可否判断の時点で目標姿勢から

ずれ、地球を周回する軌道に投入できないと判断し、9時 57分 11秒にロケット

に指令破壊信号を送出し、打上げに失敗しました。これに伴い、小型実証衛星３

号機（ＲＡＩＳＥ－３）に係る建設仮勘定 6,571,804,371 円及び貯蔵品

24,910,440円を当期の人工衛星製作及び打上げ費に振り替えております。  

 

Ⅶ．キャッシュ･フロー計算書関係 

 

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金  137,486,767,581円 

資金期末残高  137,486,767,581円 

 

２． 重要な非資金取引 

(1) 寄附による資産の取得 

136,817,842 円     
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(2) ファイナンス・リースによる資産の取得 

 1,343,548,168円     

(3) 国際宇宙ステーション分担等経費等 

15,294,440,012円     

(4) 先進光学衛星「だいち３号」（ＡＬＯＳ－３）の打上げ失敗に伴う人工衛星

製作及び打上げ費への振替 

57,819,391,970円     

(5) 小型実証衛星３号機（ＲＡＩＳＥ－３）の打上げ失敗に伴う人工衛星製作及

び打上げ費への振替 

4,065,814,390円     
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 41,982,031,194

  当期総損失 41,982,031,194

Ⅱ 損失処理額

　積立金取崩額 34,185,443,291 34,185,443,291

Ⅲ 次期繰越欠損金 7,796,587,903

損失の処理に関する書類
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